









The Emperor and the Change of Era Names : A





































これに対して︑ 「時間支配」を︑ 「時に 者自身も含めて︑同じ
時間に全国民が同 行為をしていると想像す こと 非常に強い国家意識がつくられる
（
3）」と︑原は定義している︒これは︑より細か




そして︑どのように国民に知らされたのか︒本稿は その「昭和」と「平成」における変化 比較することによって︑天皇の政治性︑公開性︑メディア性︑という三点の違いを抽出する そのうえで︑
この三点の大きな違いについて︑ 「時間支配」の観点から考察することによって︑ 日本帝国憲法下の「昭和」と日本国憲法下の「平成」 ︑それぞれの改元を︑近代天皇制史上に位置付ける︒　
周知のごとく︑天皇は︑大日本帝国憲法下における君主・主権者
から︑日本国憲法下においては「象徴」へと︑その地位を変えた︒この相違については︑ れまで数多くの論者 よっ 考察されてきた︒　
本稿は︑二つの憲法における天皇の位置づけの違いが︑天皇その







































皇を対象としていない点におい 決定的に異なる︒　「象徴」を直接問うていない近年の研究動向に対して︑本稿は︑天皇の言動や表 ではなく︑改元の場面に焦点を絞る点 違いがある︒上記 瀬畑源の整理を借りれば︑ 「天皇制を支える社会構造やイデオロギーをトータルに分析する」 めに︑ 「平成」改元の記者会見を分析する︒この分析を通じて︑両憲法における天皇の位置づけの相違について︑ （一）政治性＝天皇と政治・行政の関係性︑ （二）
公開性＝元号と改元を国民に向かって明らかにするか否か︑ （三）メディア メディアとの関係性︑の三点を抽出する︒　
具体的には︑大日本帝国憲法下で行われた「昭和」の改元発表と︑
日本国憲法下で行われた「平成」の改元発表を比較して︑その変化を考察する︒以 ︑次の順に論じる︒まず︑ 「昭和」と「平成」における改元が︑同じ「一世一元」の原則を継承しつつも︑法令のレベルで大きな差異があることを確かめた上で︑なぜ 改元の場面に着目するのか︑その理由を説明する
（↓第二節）
︒そして︑ 「昭和」




















































































































れていた大日本帝国憲法下の登極令に相当する法令は︑日本国憲法下では定められて ない︒旧憲法では︑最高権力者＝天皇が︑その「時間支配」を見せつける場面であった改 が︑先にも述べたとおり︑皇位継承のときにのみ改められる︑と決められて るだけである︒　
だからといって︑ 「象徴」天皇の代替わりと改元が︑日本国憲法
下で完全に無関係になったわけではない︒それどころか︑直結する関係を継続しているのである︒　「平成」改元が発表された一九八九年一月七日︑すなわち︑昭和六十四年最後の一日は︑昭和天 ・裕仁が死去した日だ︒そして︑翌日︑一月八日に明仁皇太子が践祚＝皇位を継承し︑改元も同時に行われた︒　すなわち︑改元は︑大日本帝国憲法における天皇の権限の発露で
あったのに対して 日本国憲法では︑改元の位置づけは明記されていない︒にもかかわらず︑元号法は︑ 「元号は︑皇位の継承があった場合に限り改める」と規定し︑ 「一世一元」という天皇 死去に
のみ合わせた改元を定めている︒依然として改元は︑天皇の位置づけと直結している︒　
旧憲法における君主＝主権者たる天皇による改元と︑現憲法にお
ける「象徴」たる天皇による改元は︑ 「一世一元」 いう天皇の死去と直結する関係におい 性質を同じくし と同時に︑前者での改元は︑最高権力者による「時間支配」の顕現だと法制度上に明記してあったのに対して︑後者におけ 法制度上は意味を明示され いない︒　
本稿冒頭で参照した原武史によれば︑天皇による「時間支配」は︑




























































と︑ （四）考案者は候補名について説明すること︑ （五）総理府総務長官は 候補名を検討・整理し︑内閣総理大臣に報告すること︑（六）内閣総理大臣の指示により︑内閣官房長官︑総理府総務長官及び内閣法制局長官による会議において 候補名について精査し




















































によって「公布」すると登極令において定められてはいたものの︑正式 公表しておらず︑情報が錯綜して た点が︑当時の新聞報道からも確かめられる︒むしろ︑最高権力者による最高度の権力の発露の場である らこそ︑記者会見のような説明ではなく︑日時も場所も明ら はない秘匿された「公布」であった様子が明らかになる︒　
ここで「昭和」の改元にあたって起きた誤報事件︑俗に言う「光




同日夕方に発行した号外で︑新しい元号は「光文」に決定したという「スクープ」に端を発している︒同紙は︑その号外で「枢密院緊急臨時会議は二十五日午前二時頃より葉山新御用邸 おいて」始まり︑ 「午前三時三十分より」開かれた臨時閣議で新しい元 が「光文」に決定した︑と報じた︒いっぽう︑現在 朝日 聞の前身﹃東京朝日新聞﹄は︑翌二六 朝刊で「枢密院では午前六時から」葉山
御用邸内で会議を開いたのち︑ 「午前十時に至り」臨時閣議で決定した︑と伝えている︒他方で﹃読売新聞﹄は︑二十六日朝刊を含めてこの経緯には触れていない︒　﹃東京日日新聞﹄と﹃東京朝日新聞﹄で︑枢密院会議と臨時閣議の両方の開催時刻が食い違っ るうえに︑ ﹃読売新聞﹄では︑この会議開催について︑一切触れ ない︒ここから明らかになるのは︑当時 宮内省や内閣によって正式な記者会見が開かれて「いい」だけではなく︑新し 元号「昭和」の決定に至るプロセスを誰も正式に説明していないという︑その二つの事実である　公的な記録である﹃昭和大礼記録﹄によれば︑枢密院会議は︑
二十五日午前六時四十五分開始 臨時閣議は午前九時十五分開始され午前九時二十五分 閉会 る
（
32）︒ ﹃東京日日新聞﹄も﹃東京朝





ゆえに︑そもそもの い元号を「光文」と誤報 たうえに︑その選定経緯 ついてもバラバラな︑しかも誤報を流して ま ︒これは︑ 「平成」改元とは正反対に︑正式な記者会見が開かれ いなかった証左にほかならない︒それを裏書きするように︑記者 見についての記載は︑ ﹃昭和大礼記 ﹄には残されていな ︒つまり新
改元を通してみた天皇
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開き︑ 「平成」という元号はもちろんのこと︑その選定手続についても︑リアルタイムで伝えている︒そればかりか︑ 「元号に関する懇談会」設置の意図を︑ 「国民主権を定めた憲法の趣旨に沿うための民主的手続きの一環」であるとまで公言している︒　
そして︑言うまでもなく︑午後二時三十六分からの記者会見では︑
「平成」という元号の由来︑さらには︑内閣総理大臣の談話も含めて︑あくまでも行政府による手続きだったこ を強調している︒　「平成」の改元にあたっては︑ただ単純に記者会見を開いて︑元号につい 発表しただけではなく︑そ 選定プロセスまで詳しく伝えている︒これが︑誤報が続出した「昭和」改元との大きな違いであり︑小渕自らが明らかにしているよう 「象徴」天皇に変化したがゆえの公開性なのである︒ （一） 挙げた政治性とともに その具現化としての（二）公開性が︑この改元の記者会見から浮き彫りになるので る︒メディア性　（三）メディア性とは︑公開にあたっての︑権力側とメディアとのかかわりの度合いであ ︒ 「昭和」改元は秘匿されたのに対して︑
「平成」改元では︑記者会見がおこなわれ︑小渕官房長官が「平成」の書を掲げた︒この対称性こそ︑両憲法における天皇の位置づけの差異を反映している︒
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から八十分に倍増させたほか︑ＴＢＳも ニュースステーション」と同時刻にニュース番組をスタートさせるなど︑ 「ニュース戦争」が喧伝されていた︒そして︑こ 「ニュース戦争」で中心的な話題になったのが︑リクルート事件をはじめ した「政治とカネ」であり︑政治家がいかにテレビに対応するかが焦点となってい　
実際︑ 「平成」改元直後の一九八九年七月に行われた参議院選挙




















原が述べる「平成」の書をした めた は︑当時の総理府人事課辞令専門職の河東純一だった 中央省庁の大臣や幹部職員の辞令 筆で記すことを職務としていた河東が︑公文書「ではない」 「平成」の書を担った点も「テレビ時代 における「象徴」 意味を考えるうえで示唆に富んでいる︒　
いっぽう︑ （二）の公開性とも密接に関係するが︑ 「昭和」改元当
時にあっては︑記者会見という形式そのものが︑一般的ではなかった︒それは︑この（三）メディア性で指摘す よう ︑権力 側が︑メディアを意識するま には至 て なかったからで　
現在でも︑法律には天皇の御名御璽が押されている︒これは︑大
日本帝国憲法と同様であるものの︑日本国憲法第七条の「憲法改正︑法律︑政令及び条約を公布す こと」という 事行為として行われている︒立法府である国会で審議され︑内閣が署名した法令については︑ 「象徴」天皇の国事行為として御名御璽が押される︒であれば︑内閣が制定した元号を知らせる「平成」という書もまた︑国事行為の一環として天皇自らの手によって書かれ べきなのかもしれない︒　
しかしながら︑ 「平成」改元にあたっては（一）政治性において










ご挨拶する」と言って大混乱を招いた佐藤栄作よりは︑ 「平成」の書を掲げた小渕恵三の方が︑はるかに「テレビ時代」を上手に利用している︒佐藤栄作は︑ 「テレビ時代」を意識するあま に 逆に︑退任会見において︑マスコミからの反 を招くにとどまった︒これに対して︑小渕は︑メディアの発達に合わせ ︑改元において︑公文書ではない「平成」の書を掲げ︑ 「国民 目をくぎ付け する一種のポスターのような役割を果たし」 瞬時に国民の隅々まで浸透」させることに成功 た︒　
昭和への「改元」だけではなく︑佐藤栄作の退任会見と比べても︑












し︑そして︑次の天皇へと代替わりする︑と う︑天皇 まつわるきわめて特定の時間において︑国民としての同一感を 身体感覚に基づいて与える改元は︑ 「時間支配」の究極と言える︒　
大日本帝国憲法下︑とりわけ︑ 「昭和」改元は︑名実ともに 法




たん消滅した︒にもかかわらず︑一九七八年に制定された元号法では︑大日本帝国憲法下と同じく︑天皇の代替わりと改元が同時に行われる「一世一元」を規定している︒しかしながら︑新憲法と元号法施行後︑初めての改元となった「平成」の改元においては︑政治性を持ってい のは︑天皇では く︑行政権を司る内閣である︒また︑改元に至るプロセスは逐次公開され ︒さらに︑わざわざ「平成」と記した書を掲げて記者会見を開くほど「テレビ時代」が意識されてい ︒　
これまでの天皇をめぐる議論においては︑旧憲法と現憲法のあい








きたものだ︒彼らは︑主権者から「象徴」へ変わったのは表面だけであって︑タブー感覚 何も変わっていな ばかりか︑内面化しているだけに︑かえって捉えにくくなってい ︑と述べ　
しかしながら︑本稿が抽出した︑ 「昭和」と「平成」の改元の比
較における︑天皇の︑ （一）政治性︑ （二）公開性︑ （三）メディア性︑という三点にわたる大きな違いが意味していることは︑こうした「不可視の権力」とは︑異なっている︒　
なぜなら︑ 「象徴」天皇の「権力」は︑ 「平成」改元において︑
（一）政治性という観点では︑権力そのものがなくなっており︑ （二）公開性という点を踏まえれば︑ 「不可視」どころか︑きわめて「可視的」になっており︑そして︑ （ ）メディア性という視点で言えば︑ 「可視的」をも超えて︑いわ 「過視的
（
45）」と言えるほど︑ 「テレ
ビ時代」を意識しているからである︒すなわち 「平成」改元における「象徴 天皇は︑ 「不可視の権力」どころか︑ 「 的 かつ「過視的」な「権力の欠如」におかれている︒　
では︑ 「象徴」天皇が︑ 「可視的」かつ「過視的」な「権力 欠
如」におかれている以上 改元 もはや「時間支配」 顕現ではなくなったのだろうか︒いや そうでは ︒　（一）政治性においては︑権力は︑
 天皇から内閣へと移っている︒
しかしながら︑ （二）公開性と（三）メディア性という︑ 象徴 天皇の改元における新たな要素は︑原武史の定義した「視覚的支配」の別な形式＝「時間支配 としての回帰なのである︒　
たしかに「象徴」天皇は︑自らの身体に基づく権力の行使として





わる︑死亡する︑という同じ時間におい ︑全国民が同じ行為＝改元を知らされるという点におい ︑ 「時間支配」は︑ 「象徴」天皇においてなお︑残ってい のである︒　
それだけではない︒
　「象徴」天皇自らが記者会見をしたり︑あるいは︑巡幸という大規模な地方旅行をしたりとい た形では︑改 を国民に知らせることはない︒けれども︑政治性を有し 内閣の側が︑公開性とメディア性に基づいて︑そのプロセスを公開し︑そして︑ 「テレビ時代」を意識した記者会見によって︑ 「可視的」かつ「過視的」に︑国民に対して︑一斉に改元を見せつけ いる︒この点において︑
「平成」改元は︑形を変えた「視覚的支配」にほかならない︒　
なぜなら︑この「平成」改元における姿を変えた新たな「視覚的
支配」は︑ 「テレビ時代」において︑生中継される記者会見を通じてリアルタイムで行われている点にお て︑新たな「時間支配」だからだ︒政治性を有している支配者たる内閣も含めて︑ 平成」改元を発表する記者会見という同じ時間を 全国民が共有し︑同じくテレビ画面を見つめている 想像す ことによって︑強 国家意識
を形成しているからだ︒　
上記で論じてきたように︑ 「昭和」改元とは︑近代天皇制史上に
おける「時間支配」の完成形態であり︑そして︑ 「平成」改元とは︑「視覚的支配」をも取り入れた「時間支配」の新たな形式である︒　「象徴」天皇においては︑ 「不可視の権力」が残存しているのではない︒そうではなく︑本稿で見 きたように︑ 「可視的」かつ「過視的」な「権力の欠如」として︑ 「視覚的支配」をも組み入れた新たな「時間支配」が︑内閣によっ 行使されているの る︒　本稿は︑ 「昭和」と「平成」の改元の比較であり︑あくまでも点


















という点に関して述べるなら すでに 本論 詳述し よう 元号法や「元号選定手続要綱」が整えられ いる以上︑とり てて目
新しい事態が起こるとは考えにくい︒ 「生前退位」をめぐる法整備が済んでしまえば︑つまり︑天皇の代替わりがつつがなく行われるのであれば︑ほぼ自動的に︑淡々と︑ 「平成」の次の元号も決まるに違いない︑とのコメントを出した︒　
天皇が︑ 「平成」の次の元号についての希望を述べたり︑あるい


































































おいて使われる別 文脈 照らすことによって得られる︒その別の文脈とは︑ローマ法王 「生前 である︒　
二〇一三年二月末︑ローマ法王ベネディクト十六世は︑ 「生前退




































その在位︑さらには︑元号を一致させている︑という強固な「修身在位」にもかかわらず︑存命中の「退位」の意向を示したこと︑（二）加えて︑皇位継承者について︑現状で決められている順位に基づかない可能性が示唆 れていること︑つまり︑ 「譲位」ではない可能性を関係者が察知していたこと︑この二点が︑ 「生前退位」という用語の使用から帰結する︒　
この（二） ︑すなわち︑天皇についても「譲位」ではなく「退位」
を用いた点について裏書きする事実 ︑先にあげた﹃週刊新潮﹄の報道 めぐる強 抗議であり︑そして︑国会会議録検索システムを用いて挙げた太平洋戦争直後 やりとりにほかならない︒　
この補論の冒頭で確かめたように︑ 「生前退位」という用語は︑
国会や新聞雑誌においてはほとんど使われ ︑珍しいもので った︒ただし︑散発的 は られており︑宮内庁もまた とりたてて抗議をしたり めくじら りしてはいな った︒　
にもかかわらず︑わざわざ二〇一三年 ﹃週刊新潮﹄の報道につ




　「退位」あるいは︑ 「生前退位」であっても︑実質的に「譲位」と変わらないとの認識であれば︑とりたててコンフリクトを起こす心配はない︒もちろん︑今回の「生前退位」をめぐる報道に明らかなように︑手続き的には︑さまざまな障壁があるとしても︑現在定められている皇位継承順位を尊重する であれば︑大きな問題はない︒　けれども︑ 「生前退位」が「譲位」と同義ではない︑とすれば︑
そこから︑大きなコンフリクトが生じる恐れがある︒その恐れを顕在化させないために宮内庁は強く抗議したのではないか　
翻って今回︑スクープしたＮＨＫをはじめ︑ほぼすべてのメディ
アが︑少し状況は変化したとはいえ︑今に至るまで「生前退位」という用語を使っている︒他方で︑宮内庁 当初は︑ＮＨＫのスクープを否定したものの︑ＮＨＫはもちろん どのメディアに対しても全く抗議をしていない︒いわば 宮内庁が「生前退位」 いう用語に対して︑お墨付きを与えて ると言っ よ ︒　
むろん︑今回の報道と︑二〇一三年の﹃週刊新潮﹄とでは︑内容
















を︑本論で抽出した︑ 「昭和」と「平成」 改元における 天皇の（一）政治性の有無︑ （二） 「可視的」な公開性︑および︑ （三） 「過視的」なまでのメディア性︑という三点に照らしてみたい︒

























たところに起因しているからである︒天皇がもし政治性を有していれば︑ 「おことば」が憲法違反か否かについての議論は起こりようがない︒天皇は︑政治性をまったく持っていな がゆえに︑権力の空白地点に置き去りにされており︑みずか の「生前退位」をめぐってすらみずからで 決められないポジション 置かれ いるのである︒　
政治性がない以上︑その「おことば」は︑本来︑いかな 作用も














るからである︒ 「象徴」として︑ 「天皇が国民 天皇という象徴立場への理解を求め と共に︑天皇もまた︑自らのありように深く心し︑国民に対する理解を深め︑常に国民と共にあ 自覚を自らの内に育てる必要を感じて来」たからである︒ 「日本の各地︑と わけ遠隔の地や島々 旅」という「視覚的支配」に天皇がきわめて自覚的だからであ ︒　
対して︑内閣の側は︑あくまでも︑ 「天皇の公務の負担軽減等
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「宮内庁記者会の質問に対する文書ご回答」の中で︑この「生前退位」について︑ 「それまで私は︑歴史の書物の中でもこうした表現に接し こ が一度もなかったので︑一瞬驚きと共に痛みを覚えたのかも れません︒私の感じ過ぎであ かもしれません」と述べられた（
http://w
w
w
.kunaicho.
go.jp/page/kaiken/show
/3 ） ︒また︑
 「
Yahoo! JA
PA
N
ニュース」
 （
http://new
s.yahoo.
co.jp/pickup/621839 ）でも︑本稿と同様の論点が提示されている︒いずれも
最終アクセス二〇一六年一一月一四日︒
